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地域の交通のあり方を考える 
モビリティ・マネジメントの授業開発 
―栄町の交通網を題材にして― 

山本  茜子  
千葉大学大学院教育学研究科修士課程  

 
 

	 交通を取り巻く課題は人口減少や少子高齢化など地域が抱える問題であることが多い。地域によって多々存在

する交通に関する問題を理解し、一人ひとりの行動を少しずつ変える活動としてモビリティ・マネジメントとい

う取り組みがある。本研究では、人々の移動の仕方が変容している現代社会において、地域が抱える交通問題に

目を向け、人々の移動の仕方から持続可能なまちづくりを考えるモビリティ・マネジメントの授業を中学校で実

践し、作成した教材及び授業計画の有効性とその課題を明らかにした。その結果、生徒は自分の地域の交通につ

いて興味関心をもって学習し、住民である意識を持ってまちづくりの提案書を作成することが出来た。また、よ

り住みやすい町にするためには街をどのように改善すべきか自分の考えを持つことができていた。しかし、わか

りやすい教材を準備したり、授業展開にいくつか課題が残ったりするなど改善するべき点も見られた1。 
 
	 キーワード：中学校、社会科、モビリティ・マネジメント教育、地域の交通、地域学習、授業開発 

 
 

1. 問題の所在 

 
1.1. 日本の人口構造の変化 

 日本の総人口は減少傾向であり、今後も少子高齢化は

進んでいくと予測されている。総務省統計局2によると、

2018 年 6 月 1 日現在、日本の総人口の確定値は 1 億
2,650万 9千人である。2008年に総人口が 1億 2,808
万人になったのをピークに日本の総人口は減少傾向で

ある。長期的に人口推移をみると、全人口に占める高齢

者の数が増え、若者が減る少子高齢化社会はますます進

むことが考えられる。 
 

1.2. 人口減少社会における地域 

 日本の総人口は減少しているが、地域別に見て人口の

減り方に特色はないのだろうか。様々な文献を見てみる

と、日本の地域には、人口が増加している地域と減少し

ている地域がある。岡田（2014）3によると、 
 
	 	 都道府県別に見ると、人口が減少する道府県が目立

つ一方で、東京圏（東京都、神奈川県、千葉県、埼

玉県）では人口が大幅に増加している。また、二極

化は人口増加が目立つ大都市圏内でも進展してお

り、たとえば東京圏では、東京都の都心 3 区（千
代田区、中央区、港区）で大幅に人口が増加してい

る一方、郊外の自治体では人口が伸び悩んでいると

ころも少なくない。 
 
である。このように、人口が減少している地域が多い中

で増加している地域も存在する。 
 
1.3. 人々の移動の仕方の変容 

様々な地域がある中で人々の移動手段はどのように

分けられるだろうか。人々の移動の仕方は三つに分けら

れる。一つ目は、鉄道やバスなどの公共交通機関を移動

手段とすることである。二つ目は、自家用乗用車を移動

手段とすることである。三つ目は、徒歩や自転車という

移動手段である。 
現代は、様々な人々が乗り物を使って行き交っている

社会だが、今ある交通網は過去から変わらずあるもので

はなく、時代ごと作られ、今の交通網が存在している。 
交通網の中でも特に自家用乗用車に注目すると、

1960年代に増加し始めた。1971年以降、自家用乗用車
が普及し始めたため、自家用乗用車の保有台数が増加し、

自家用乗用車中心の社会がスタートした。自家用乗用車

が増加した背景として、自家用乗用車で移動する方が公
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共交通機関のみで移動するよりも利用者にとってのメ

リットが大きいことが挙げられる。公共交通機関のみで

移動しようとする場合と自家用乗用車で移動しようと

する場合とを比べると自家用乗用車で移動する方が、

個々に都合よく、自由に、移動できると言える4。人口

が多くなく、公共交通機関がそれほど充実していない地

方で特に自家用乗用車は大幅に普及したと考えられる。

人口が減少している地方の人々の移動の仕方は、自動車

が普及する前と後を比べると、かなり異なったものへと

変化し、都市部よりも自動車中心の社会になっていると

言える。 
 

1.4. 都市部と地方に住む人々の地域の交通 

 都市部、地方の言葉を定義する。東京都を中心とした

距離的な定義はいくつかあるが、本論文では、NHKが
5 年ごとに行っている国民生活時間調査において示さ
れている都市規模の東京圏の定義と運輸政策審議会の

定義を参考にして、東京都心を中心とした半径 50km
圏内を都市部、50km圏外を地方と定義する。 
 
1.4.1. 都市部に住む人々にとっての地域の交通 

2016年 3月に国土交通省が行った交通・観光に対す
る市民意識調査5において、都市部に住む人の約 70％は、
公共交通を「利用している」と回答している。また、公

共交通全般の満足度について、都市部に住む人は約

56％、さらに東京 23 区に住む人は、約 69％が公共交
通に「満足している」。調査に協力した人のうち半分以

上が公共交通全般に対して満足しているとわかった。 
	 このような市民意識調査からもわかるように、都市部

に住む子どもや高齢者など自家用乗用車を持たない人

を含めた多くの人は、公共交通機関を利用できるため、

人口が減少している地方よりも移動の自由を持ってい

るといえるのではないか。ここで述べた移動の自由とは、

単に人々がある地点からある地点まで高速に移動する

ことができることではなく、人々が生活する上で自己の

目的に応じて自由に公共の空間へアクセスすることが

できることである。例えば、地方において公共交通機関

が十分に張り巡らされていない地域で自由に運転する

ことができる車を持つ人は、移動の自由があるといえる

が、そうでない人は移動の自由があるとは言えない。し

たがって、都市部に住む子どもや高齢者などは、地方に

住む自家用乗用車を持たない人に比べて、好きな時間に

行きたい場所に行くことができ、他者の力を借りずとも

自分で行動することもできると考えられる。 
	 以上のことを踏まえると、都市部の一部の地域におい

て、日常的に自家用乗用車を利用している人もいるが、

地方に比べて都市部は、公共交通機関が充実しているた

め、自家用乗用車よりも公共交通のほうが利用しやすい

環境であると考えられる。 
 
1.4.2. 地方に住む人々にとっての地域の交通 

 次に、地方に住む人々にとっての地域の交通について

見ていく。近年、過疎化が進み人口が減少している地方

では、鉄道やバスの廃線や運行本数の減少を余儀なくさ

れている。子どもや高齢者などの交通弱者が自家用乗用

車や限られた交通手段でしか行けない場所に行きたい

場合、身内などの送迎に頼ることになる。このような立

場の人々は移動の自由が制限されていると言えるので

はないか。徒歩や自転車で移動できない場所へ出かける

際に、鉄道やバスなどの公共交通に頼らざるをえないた

め、交通弱者にとって公共交通の存在は大きくまた、利

用しやすい公共交通網が必要であるといえる。	

地方において、自家用乗用車の保有状況を見ると、

81.8％6の人が自分で自由に運転できる車があると回答

しているため、多くの大人は移動の自由を持っていると

いえる。しかし、自家用乗用車を持つことができない子

どもや自家用乗用車を運転することができない高齢者

は、自家用乗用車の運転ができる身内などに送迎を頼む

か、運転本数が少ない公共交通の運行時間に合わせて生

活しなくてはならなくなるため、移動の自由が乏しいと

推測できる。 
	 したがって、公共交通に恵まれていない地方の交通弱

者の移動手段は、徒歩や自転車、保護者や身内の自家用

乗用車が主な移動手段として考えられる。自転車という

移動手段は、特に地方の子どもにとって大きい存在であ

る。自家用乗用車を運転できず、公共交通が不便である

地方の子どもは、自転車で街を移動する。しかし、自転

車で移動できる距離には限界がある。また、季節や天候

によって、自転車を運転できる場合とそうでない場合が

あるため、安定した移動手段であるとは言い難い。地方

に住む交通弱者の移動の自由を保障するためには、自転

車は有効な移動手段であるが、限界もあると考えられる。 
 

1.4. 交通に関する社会的問題 

 交通に関する社会的な問題について二つ挙げる。 
	 一つ目は、地域の公共交通サービスの衰退である。こ

の問題は主に地方に住む人々が抱えている問題である

と考えられる。公共交通サービスが衰退している要因と

して二つ挙げられる。一つ目は、日本の人口減少である。

なぜならば、人口が減少することで地域の公共交通を利

用する人が減少するため、運行本数を維持することが困

難になる可能性が高まるからだ。二つ目は、都市部に人

口が集中していることである。都市部に人口が集中する

ことで地方の人口は減少し、さらに過疎化が進行する。

今後も地方から都市部へ人が移動し、地方の人口が減少

することで公共交通機関は廃線や運行本数の削減など
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の対応をせざるを得ない状況となり、公共交通サービス

が衰退し、地域住民の生活に影響が出ると予想される。 
	 二つ目は、高齢化の進行に伴う交通弱者の増加である。

この問題は、都市部と地方に住む人々が抱えている問題

であるといえる。世界の先進国のほとんどが人口減少社

会に突入している中、日本は人口減少に加えて、他の先

進国よりも高齢化が進行している。高齢化に伴い、高齢

者が自家用乗用車を運転する機会が増えている。また、

高齢者は、単独世帯や夫婦のみの世帯といった構成が増

加傾向であり、高齢者の運転免許証の自主返納件数も増

加している。年々、運転免許証を返納している高齢者が

増加していることからもわかるように、運転免許を持た

ない高齢者の移動手段の確保が重要になってくる。 
これまで交通に関する社会的な問題として二つ挙げ

た。それぞれの課題は独立しているものではなく、関連

しており、一つの問題から派生して別の問題につながっ

ていることもあるといえる。例えば、地域の公共交通サ

ービスの低下により、高齢者の移動手段の確保が簡単で

はなくなり、高齢者の外出が減少し、さらに公共交通の

利用者が減少し、公共交通サービスが低下するという負

のスパイラルに陥ることも考えられる。 
	 地域によって抱えている交通の問題は異なる。子ども

たち自身が住んでいる地域の交通の問題について理解

を深め、一人ひとりが自分の住む街を一つの事例として、

一人ひとりの行動を見直し、住みよい街にするためにど

のような行動をするべきか考えることが重要となって

くるといえるのではないか。 
 

1.5. モビリティ・マネジメントの重要性 

 それぞれの地域によって多々存在している交通に関

する問題を理解し、一人ひとりの行動を少しずつ変えて

いく活動としてモビリティ・マネジメントという取り組

みがある。国土交通省7によると、モビリティ・マネジ

メントとは、 
 
	 	 １人１人のモビリティ（移動）が、社会的にも個人

的にも望ましい方向（過度な自動車利用から公共交

通等を適切に利用する等）に変化することを促す、

コミュニケーションを中心とした交通政策 
 
と述べられており、一人ひとりの住民や、一つ一つの職

場や組織等に働きかけ、自発的な行動の転換を促してい

くという大きな特徴がある。また、藤井ら(2015)8 はモ
ビリティ・マネジメントという言葉を 
 
	 	 文字どおりモビリティ（交通）をマネジメント（改

善）する取り組みを意味する。つまり、それぞれの

地の交通を、人と組織と社会の活力を通して、少し

ずつ「改善」していく取り組み 
 
であると述べている。藤井ら（2015）の定義では、マ
ネジメントは改善と表記されており、いろいろな工夫を

重ねながら、少しずつ状況を改善していくことが、マネ

ジメントに値すると考えられる。したがって、モビリテ

ィ・マネジメントとは、ある地域や都市の交通網や交通

を使った移動手段を、過度に車に頼るのではなく、多様

な交通手段を用いるために様々な人と協力し、工夫を重

ねながら改善していくことであると考えられる。 
	 具体的なモビリティ・マネジメントの内容を藤井ら

（2015）9は、大きく五つの視点10で検討している。モ

ビリティ・マネジメントの視点として、藤井ら（2015）
で挙げられた五つだけではなく、健康に関することであ

ったり、放置自転車に関することであったり、さまざま

な視点で実施された授業実践がある。 
	 ここでは、特に学校教育においてモビリティ・マネジ

メントを生徒に学習させるために行われているモビリ

ティ・マネジメント教育に焦点を当てていく。唐木・藤

井（2011）11はモビリティ・マネジメント教育の授業で

は「地域の公共交通」「クルマ社会」「交通まちづくり」

「モノの流れ」という四つのテーマの下、それぞれのテ

ーマを基本としたさまざまな授業実践が構想され、行わ

れていると述べている。地域によって抱える交通に関す

る問題は異なるため、地域の実情にあった教材開発が行

われている。 
	 また、現在の学習指導要領に記載されている交通に関

する学習では、地図からどのような交通機関があるのか

を読み取ったり、交通・通信網の整備状況から他地域と

の結びつきについて考察をしたり、歴史的な側面から交

通の発達について学習したりすることが挙げられてい

る。学習指導要領に、モビリティ・マネジメント教育と

呼ばれる交通に関する学習についてはっきりと書かれ

ているわけではないが、地域に関する学習ということで

捉えると、身近な地域学習としてモビリティ・マネジメ

ント教育を行うことも考えられる。 
 
1.6. 現行の中学校学習指導要領における交通に関する

学習 

 学校教育において、モビリティ・マネジメント教育は

どの教科で行うべきであろうか。モビリティ・マネジメ

ント教育で扱われる内容として、生徒一人ひとりが地域

の交通に関する問題を考えることが挙げられる。地域問

題や交通に関する学習と関わりが深いため、社会科に注

目して見ていく。地域問題や交通に関する学習は、主に

地理的分野と公民的分野で扱われている。まず、地理的

分野について確認していこう。 
地理的分野において、内容(2)の「日本の様々な地域」
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におけるウの「日本の諸地域」の「(キ)他地域との結び
付きを中核とした考察」12では、日本の他の地域との結

びつきの影響を受けながら、交通に関する特色ある事象

を基にして、人々の移動の特色と関連付け、地域はどの

ように変容しているのか生徒が考える必要があること

について述べられている。モビリティ・マネジメント教

育において、このような地域の交通や通信網など、地域

の特色を理解することは重要である。モビリティ・マネ

ジメント教育の学習活動を通して、子どもたち自身が住

む地域の交通を考えることができるといえる。 
次に公民的分野について確認していこう。 
	 公民的分野において、目標(4)では、「現代の社会事象
に対する関心を高め」13と書かれている。この事象とし

て、人口減少や少子高齢化、過疎化など地域は様々な問

題が挙げられる。これらの問題は、交通に関する学習と

関連付けて学習することができると考えられる。そのた

め、モビリティ・マネジメント教育を行うことで、現在、

地域社会が抱えている様々な問題や社会的事象につい

て生徒に考えさせることができるといえる。 
	 また、公民的分野の内容(3)「私たちと政治」の「イ
民主政治と政治参加」14においては、自治とはなにか、

民主政治をよりよくしていくためにはどのようなこと

が必要なのか理解させたり、主権者として政治に参加す

ることへの意義について考えさせたりすることなどを

主なねらいとしている。そのため、地域社会で抱えてい

る課題に対して、地域住民としてどのように関わればい

いのか、生徒に考えさせることを通して、上記の内容を

理解させることができると考えられる。 
また、学習指導要領に書かれている内容だけではなく、

子どもたちが現代の社会的事象として地域が抱えてい

る問題について議論したり、解決方法を模索したりする

能力をモビリティ・マネジメント教育では身につけるこ

とができると考えられる。 
以上より、モビリティ・マネジメント教育は中学校社

会科で行うべきであるといえる。 
 

1.7. モビリティ・マネジメント教育を行う意義 

1.7において、現行の中学校社会科の学習指導要領及
び学習指導要領解説の内容について見ていき、モビリテ

ィ・マネジメント教育について関連する記述があること

がわかった。しかし、モビリティ・マネジメント教育に

ついて関連する記述があるにも関わらず、学校教育にお

いてモビリティ・マネジメント教育は十分に実施されて

いるとはいえない。生徒自身が地域の課題に対して向き

合い、考えることは重要である。また、社会科という教

科において、生徒が持続可能な社会づくりのために社会

参画を行ったり、よりよい社会の実現を視野にいれて、

課題を解決する態度を養ったりすることは重要である

といえる。生徒自身が当事者意識を持ってどのように地

域に関わることができるか、自らが住む地域の地理や歴

史を理解した上で方向性を検討したり、学習を進めたり

することで地域住民としての意識も持つことがモビリ

ティ・マネジメント教育を行うことでできるといえる。 
	 モビリティ・マネジメント教育を行うことについて重

要性を感じにくいと考える人がいるかもしれないが、交

通を取り巻く課題は人口減少や少子高齢化、赤字路線、

環境問題など様々あり、地域が抱えている問題であるこ

とが多い。交通を取り巻く課題から派生して、地域学習

であったり、環境学習であったり、様々な学習へと発展

させることができる。そのため、学校教育でモビリテ

ィ・マネジメント教育を行う必要性はあるといえるので

はないだろうか。 
	 学校教育においてモビリティ・マネジメント教育を行

うことの効果について辻本（2009）15は、「環境問題や

交通問題を自ら考え行動する力がついた」や「公共交通

非通学者の公共交通通学意図が有意に高まる」などの効

果があったと述べている。子どもたちが環境問題や交通

問題について考えたり、環境にやさしい通学について考

えたりすることで、子どもが学習したことを家庭で話題

にすることが考えられる。家庭で話題にすることで保護

者を巻き込んでの学習を行うこともできる。そのため、

学校教育でモビリティ・マネジメント教育を行うことで

生徒が自ら進んで行動したり、考えたりすることに一定

の効果があると考えられる。 
 

1.8. モビリティ・マネジメント教育授業実践の先行研

究 

 学校教育におけるモビリティ・マネジメント教育の授

業として、髙橋ら（2010）が実施した授業実践を挙げ
る。髙橋ら（2010）の実践は、静岡県富士市立富士南
小学校の 6 年生の総合的な学習の時間と静岡県富士市
立富士南中学校の 1 年生の総合的な学習の時間で行わ
れた。実施された授業実践は、「体験学習や専門家など

による情報提供を通して公共交通の役割・大切さを学び、

交通まちづくりの提案書を作成」16し、地域の公共交通

の役割・大切さを学ぶことを目的としている。 
	 また、交通まちづくりをテーマとした授業実践がある。

市川（2011）は、小学校 6 年生の社会科において「交
通渋滞を考えよう」という単元で 8 時間授業実践を行
った。「県道足立越谷線の『渋滞削減プラン 6－3』を考
えよう」という学習テーマで地域の交通渋滞問題を教材

化した。単元の構成としては、まず子どもたちが住む地

域である草加市の交通の特徴について気づき、草加市が

抱える交通上の問題について把握する。そして、草加市

で渋滞が発生するのはなぜか分析をし、問題解消に向け

た具体的な解決案を討論し、自分たちの意見をまとめ、
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最終的には救急隊員やバス会社、警察などのゲストに提

案をするという構成になっている。 
	 髙橋ら（2010）の授業実践では、課題として、二つ
挙げられる。一つ目は、現在の街の状況を理解し、より

よい街づくり、持続可能な街づくりを目指していく中で、

子どもたち自身が住む街がどのような街なのか、様々な

視点から考えられていない点である。二つ目は、子ども

たちが提案する内容をバスに限定しており、バス以外の

交通システムについて考える余地がないことである。 
	 市川（2011）の実践のテーマは、子どもたち自身交
通渋滞を身近に感じており経験としてあったことから、

考えやすいテーマであったといえる。また、社会科単独

で実践している数少ない先行研究である。しかし、課題

として二つ挙げられる。一つ目は、草加市の交通に関す

る交通に関するデータなど、渋滞している根拠を明確に

して提案書を作成していない点である。二つ目は、環境

の側面からほとんど検討がされておらず、交通渋滞をな

くすという目標の達成のみに焦点を当てていた点だ。 
	 以上、髙橋ら（2010）や市川（2011）の実践の課題
について述べた。それぞれ子どもたちにとって身近な交

通に関する問題を提起し、資料を使ったり、専門家のア

ドバイスを元に考えたりしており、子どもが地域の交通

問題を解決する策をまとめることが概ねできていると

いえる。 
しかし、二つの実践では、現在行われている新しい交

通システムや自家用乗用車の利用の仕方についての検

討が行われていない。近年、各地域で行われているデマ

ンド交通などの新しい交通システムを子どもたち自身

が住む地域では、どのように生かすことができるのか考

えた上で提案書を作成すべきであると考えられる。 
	 モビリティ・マネジメント教育の先行実践は、小学校

で実践されたものが多く、中学校での実践が少ない。ま

た、授業時間の確保やカリキュラムの関係上、社会科単

独の実践がほとんどなく、総合的な学習の時間で実施さ

れている実践が多い。 
	 以上を踏まえ、中学校社会科でもモビリティ・マネジ

メント教育を行う必要があると考えられる。なぜなら、

社会科という教科では公民的資質を養うことが教科の

目標として設定されている。現行の学習指導要領におけ

る社会科の教科の目標は、モビリティ・マネジメント教

育で身につけられる能力との親和性が高い。社会科の学

習で子どもたちは、普段何気なく見たり、聞いたりして

いる社会的事象や社会が抱えている課題などについて、

関心を持ち、課題解決を図ることができる。また、複数

の視点を持って自分の考えを持ったり、他者と考えを共

有したりすることが社会科の学習で行うことができる

と考えられる。モビリティ・マネジメント教育は中学校

社会科の目標と特徴とも合致していると考えられるた

め、社会科として授業実践を行う必要性が高いといえる。 
 

2. 研究の目的と方法 

 

2.1. 研究の目的 

 本研究の目的は、人々の移動の仕方が変容している現

代社会において、地域が抱える交通問題に目を向け、地

域の人々の交通を使った移動の仕方から持続可能なま

ちづくりを考えるモビリティ・マネジメントの授業と教

材を開発し、中学校で実践して、その考察を行うことで、

作成した教材及び授業計画の有効性とその課題を明ら

かにすることである。	

 

2.2. 研究の方法 

 本研究の方法を述べる。教材を開発し、栄町の交通網

を題材とした授業単元を作成する。作成した授業は、千

葉県栄町にある中学校の中学 3年生、4クラスを対象に
実践する。授業中の生徒の実際の様子、生徒による事

前・事後アンケートの記述を中心に取り上げることで、

授業の考察を行い、事前に作成した教材及び授業計画の

有効性や課題について検討する。 
 

3. 授業開発 

 

3.1. 栄町の交通 

 交通とは、ある地域に住む人々と別の地域をつなぐ手

段である。交通によって、ある地域に住む人が他の地域

の人々とつながることができる。またある地域に住む人

が他の地域の人々とつながる手段でもある。それぞれの

交通の意味を二つにわけると、地域間交通と地域内交通

にわけることができる。栄町にある交通を考える際、地

域間交通とは、栄町と栄町に隣接する都市、または東京

都や茨城県などの地域とをつなぐ交通手段である。一方

で、地域内交通とは、栄町の中を移動する際に使用する

交通手段であると考えられる。 
	 まず、地域間交通をみていく。栄町に住む人々は一体

どの地域へ移動しているのだろうか。栄町の通勤・通学

での移動に注目してみると、最も流出人口が多いのは成

田市であり、次いで東京都が多い。そのため、栄町の交

通において成田方面への通勤・通学する人が利用するた

めの鉄道の確保と自家用乗用車が渋滞などなく利用で

きる道路の整備や公共交通を利用促進する等の取り組

みが重要になってくると考えられる。 
	 次に、地域内交通について見ていく。ここではバスに

注目し、検討していく。栄町内での交通バスは、3社の
バス会社が運行しているが、ここでは、コミュニティバ

スである町循環バスを見ていく。町循環バスの特徴とし

て、自由乗降区間という区間が設置されている。自由乗
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降区間とは、ある区間においてバス停留所以外でも自由

に乗降できるようになっている区間のことである。自由

乗降区間を設けていることで、バス停がなくとも自由に

乗り降りできるため、歩くことに困難を抱えていたり、

買い物をして重い荷物を持っていたりする高齢者等に

は便利なサービスとなっている。 
	 栄町の地域内交通に関しては、バスや自家用自動車に

よる移動で地域にあるスーパーへ行くことなどができ

るため、生活上支障をきたすことはないように考えられ

る。しかし、栄町は、ベッドタウンとして発展しており、

特に目立った産業があるわけでもなく、雇用がそれほど

多いわけでもない。また高校や大学もなく、企業も少な

いため、栄町の持続可能性を考えた際には他の地域へ通

勤・通学する交通の確保が重要となるのではないか。す

なわち、地域間交通の充実が課題としてあり、職場や学

校へ通いやすい交通の確保が求められているといえる。

実際に、栄町の昼夜間人口比率は 2010年で 69.23％と
全国の市町村において 3位17となっている。この値から

も栄町から通勤・通学している人が多いことがわかり、

地域間交通の重要性を再確認することができる。 
 

3.2. 栄町を題材としたモビリティ・マネジメント教育 

 栄町を題材に中学校社会科でモビリティ・マネジメン

ト教育を行うにあたり、二つの観点を扱う必要がある。 
一つ目は、交通の公共性である。交通には地理的な要

素があり、一定の地域の中に何がどこに配置されている

か、どのような地形かなどで人々の動きは規定されるこ

とを理解しなければならない。土地の利用のされ方は地

域によって異なり、その土地に合った交通インフラが必

要となる。しかし、交通インフラはむやみやたらに必要

だと思うところへ作るわけにはいかない。交通インフラ

は作って終わりではなく、維持のためにコストがかかり、

また長期的な利用を見込んで作ることが求められる。 
二つ目は、交通の環境面である。栄町は町として田園

観光都市と謳っており、水田や山がある自然豊かな町で

ある。このような町の地域住民の意見として道路をもっ

と増やしてほしいという要望があるとしよう。交通の公

共性の点から考えると道路をつくるには多くのコスト

がかかるため、町の財政などの限りある資源を有効に使

うためにその道路は本当に必要なのか議論する余地が

あるといえる。これを交通の環境面で考えると、地域の

環境のよさを維持しながら排気ガスやエネルギーにも

配慮した交通網の整備をするためにはどのようにした

らよいか考える必要があるといえる。 
以上二つの観点について学習内容を取り扱うことで、

地域の中の交通を対象に地域の地理的な変遷や人々の

移動の流れなどから地域の特徴を見つけ出し、地域にあ

った交通網の整備や環境への配慮をどのように調整し

ていかなければならないのかその地域としての方向性

を考えることが栄町を題材としたモビリティ・マネジメ

ント教育であると考えられる。 
また、栄町を題材にモビリティ・マネジメント教育を

行う際、社会参画学習を行うことが効果的だと考えられ

る。現行の学習指導要領の社会科にて、社会参画の力が

育成すべきものとして掲げられた。新しい学習指導要領

においても引き続き社会参画意識の養成は必要である

と述べられている。唐木（2008）18は現代社会について、 
 
	 	 現代社会は、一般市民の社会参加が必要とされる社

会である。市民社会であれば、社会の運営を行政任

せにするのではなく市民自らが、共生社会であれば

性別や障害の有無に関係なくすべての市民が、それ

ぞれ参加することによって成立する社会と言える。 
 
と述べており、現代社会を生きていく子どもたちにとっ

て社会参画学習は必要なものであるといえる。社会科の

授業においても、社会参加学習を子どもに行うべきであ

るとしているが、社会参加学習では、実際に子どもたち

がなにかの活動をすることがゴールとなる。しかし、社

会科において何か活動をすることがゴールではないと

考えられる。学習指導要領においても、社会参加ではな

く社会参画と用いていることから、社会参画とは、参加

まではいかない計画段階でとどまってよいと考えるこ

とができる。そのため、本研究において行う授業では、

実際に行動を起こすことを最終的なゴールとするので

はなく、社会で起きている事柄に対して、よりよい方向

性を決定するということを最終的なゴールとする。 
 

3.3. 栄町を題材とした授業作成について 

3.3.1. 1 時間目 

1時間目は、栄町の交通網はどのように変遷して現在
に至るのか、栄町の交通網の歴史をたどり、栄町の交通

網の現状とその課題を理解することを目標とした。1時
間目の授業構成は、大きく三つに分けた。一つ目は、栄

町の交通に関して、生徒自身が普段感じていることを確

認すること。二つ目は、栄町の交通網の変遷について学

習すること。三つ目は、現代の栄町の交通網について、

中学生、通勤通学者、高齢者の三つの視点でどのような

困り事（問題点）があるかを考えることである。 
 

3.3.2. 2 時間目 

1時間目で栄町の交通網を中学生、通勤・通学者、高
齢者の三つの視点でとらえる。栄町は、成田方面や東京

方面への通勤・通学者の割合が多いため、2 時間目は、
通勤・通学者に焦点を絞り、栄町の交通による人々の移

動を把握し、ベッドタウンとして発展してきた栄町と他
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地域とのつながりの大切さを理解することを目標とし

た。2時間目の授業構成は大きく二つに分けた。一つ目
は、栄町から通勤・通学で流出する人口と流入する人口

を提示し、交通を使った移動はどのような流れになって

いるのか、地図にマッピングすること。二つ目は、栄町

がベッドタウンとして発展してきた地域だと理解した

上で、栄町の望ましい交通インフラを考えることである。 
 

3.3.3. 3 時間目 

3.2.で述べたように栄町を題材にモビリティ・マネジ
メント教育を行う上で、交通の環境面を扱うことは重要

である。そのため、3時間目は交通を利用する際の環境
への影響や環境に優しい交通手段を理解することを目

標とした。3時間目の授業構成は、大きく三つに分けた。
一つ目は、事前アンケートで生徒に回答してもらった生

徒の平日と休日の交通手段と外出先を提示し、車と公共

交通（鉄道やバス）のメリットとデメリットを理解する

こと。二つ目は、車の利用と公共交通の利用による人や

環境への影響、二酸化炭素の排出量や車の利用による交

通の課題を理解すること。三つ目は、車の利用を控える

ために、どのような生活ができるか考えることである。 
 

3.3.4. 4 時間目 

4時間目では、他地域で具体的に行われている交通網
の改善の事例を参考にしながら、住みやすい街にするた

めに栄町の交通に関する意見や方向性を住民として持

つことを目標とし、栄町の交通まちづくり提案書を作成

することとした。4時間目の授業構成は、大きく二つに
分けた。一つ目は、他地域で実際に行われている例を理

解すること。二つ目は、他地域の例を参考に栄町の交通

まちづくり提案書を作成し、発表することである。 
 

3.4. 授業プラン 

3.4.1. 授業のねらい 

授業は単元 4 時間で作成した。授業のねらいは以下
のように設定した。 
 

(1)自分たちが住む地域社会の交通の様子を知る。 
(2)自動車の利用と公共交通の利用による環境への 
影響を理解することができる。 

(3)自分たちが住む地域社会への関心を高め、地域 
の交通を題材に住民の一人として地方自治の発 
展に寄与しようとする自治意識をもつことがで 
きる。 

 

3.4.2. 授業プラン 

 授業の展開について、単元 4 時間で作成した各時間
の授業プランを以下の表に示す。 

表 1 1時間目の授業プラン 
時間 学習内容 

3分 授業の流れを確認する。 

8分 普段使っている交通手段を挙げる。 

15分 栄町の交通網の変遷について学習する。 

7分 各グループで考えたことを全体で発表する。 

12分 栄町・成田市・印西市の人口推移、栄町の地図、鉄道利用

者の推移、安食駅の時刻表、栄町循環バスの利用者数推移

などの資料を用いて栄町の交通網について三つの視点から

どのようなことに困っているのかを考える。 

5分 次回の学習の予告を知る。 

授業の振り返りシートを記入する。 

 

表 2 2時間目の授業プラン 
時間 学習内容 

3分 前時の復習 

20分 栄町から通勤・通学で流出する人口と流入する人口を知る。 

交通を使った移動はどのような流れになっているか地図に

マッピングし、その理由を予測し、どのような交通手段が

必要かも合わせてグループごとに考える。 

10分 グループで考えたことを発表する。 

12分 他地域の交通インフラと栄町の交通インフラを比較し、ど

のような交通インフラが望ましいか生徒同士で意見を交換

する。 

5分 次回の学習の予告を知る。 

授業の振り返りシートを記入する。 

 

表 3 3時間目の授業プラン 
時間 学習内容 

3分 前時の復習 

5分 事前アンケートでとった、生徒の平日と休日の交通手段と

外出先をデータとして提示する。平日と休日の違いを近く

の人と話し合う。 

4分 車と公共交通（鉄道、バス）、自転車のメリットとデメリッ

トをそれぞれ予想する。 

10分 車の利用と公共交通の利用による人や環境への影響はどの

くらいあるのか、二酸化炭素の排出量や車の利用による交

通の課題などから予測する。 

15分 利用者の減少により、公共交通がなくなってしまった例を

あげ、栄町でもバス路線の本数が減ってしまっていること

など身近なところでも起きていることを理解する。 

8分 車の利用を控えるために、どのような生活をすることが考

えられるか、学校に行くとき、買い物に行くとき、プライ

ベートで出かけるときなどの場面ごとに考え、ワークシー

トに記入する。 

5分 次回の学習の予告を知る。 

授業の振り返りシートを記入する。 
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表 4 4時間目の授業プラン 
時間 学習内容 

3分 前時の復習 

7分 国の財政や町の財政に関する学習をする。 

単にお金を費やせば、住みよいまちづくりができるわけで

はないことを理解する 

10分 栄町がより住みやすい街になるために、あまりお金をかけ

ずにどのようにして交通網を改善していくべきか、他地域

ではどのような取り組みをしているか理解する。（例とし

て、パークアンドライド・デマンド交通・鉄道の直通運転

などの工夫） 

15分 他地域の取り組みの例を参考に栄町でできることはない

か、パークアンドライド、デマンド交通、鉄道の複線化・

直通運転など鉄道の工夫の三つを参考にグループにわか

れ、方向性を話し合う。 

10分 グループごとに発表する。 

5分 授業の振り返りシートを書く。 

事後アンケートを書く。 

 

4. 授業実践とその考察 

 

4.1. 授業実践の概要 

 授業の概要は以下のとおりである。 
	 実施校：千葉県印旛郡栄町の S中学校 
	 教室	 ：各教室 
	 学年	 ：3年生 4クラス 

（33名、34名、35名、33名） 
	 時間	 ：3年 1組 50分×1、45分×3 
	 	 	 	 	 3年 2組 50分×2、45分×2 
	 	 	 	 	 3年 3組 50分×3、45分×1 
	 	 	 	 	 3年 4組 50分×2、45分×2 
	 実施日： 
	 2018年 10月 10日（水）8：40～9：30（2組） 

9：40～10：30（3組） 
	 	 	 	 	 10月 11日（木）8：40～9：30（4組） 

9：40～10：30（1組） 
	 	 	 	 	 10月 16日（火）8：30～9：20（4組） 

9：30～10：20（3組） 
	 	 	 	 	 10月 17日（水）8：40～9：25（1組） 

9：35～10：20（2組） 
	 	 	 	 	 10月 23日（火）8：40～9：25（3組） 

10：30～11：15（1組） 
11：25～12：10（2組） 

	 	 	 	 	 10月 24日（水）9：35～10：20（4組） 
	 	 	 	 	 10月 30日（火）10：30～11：15（4組） 

11：25～12：10（1組） 
	 	 	 	 	 10月 31日（水）8：40～9：30（2組） 

9：40～10：30（3組） 
	 授業者：1時間目～4時間目	 	 山本茜子（筆者） 
 

4.2. 授業の実際と考察 

ここからは、授業における生徒の実際の様子、生徒の

アンケートの記述、授業毎の振り返りシート、授業後の

授業者の反省から授業を考察していく。 
授業の様子はビデオ映像を基にした授業記録、生徒の

発言から示すこととする。 
 

4.2.1. 1 時間目の考察 

1時間目の授業では、生徒の振り返りシートを見ると、
1組では、栄町だけではなく、千葉県全体の地図を用い
たことにより、栄町やその周辺の交通網の変化をより理

解させることができたのだと考えられた。また、このま

までは過疎化や高齢化が進み、鉄道やバスはより利用し

にくくなったり、車がないと生活しにくい状況がより深

刻化したりするという予測や現状の交通の便に関して、

自分なりに考察できている生徒もいたため、栄町の交通

網の現状とその課題を生徒が理解できているといえる。

3組では、栄町の交通網はどのように変遷して現在に至
るのかを理解した上で、栄町の交通についての現状と課

題を把握し、今後どのように対応していくべきか考える

必要があるということに気付いている生徒が多かった。

栄町の交通をどのように改善していくべきか、町の住民

としての意識を持っていることが考えられた。 
 

4.2.2. 2 時間目の考察 

 次に、2時間目の授業の実際と考察を記述する。 
1組から4組の生徒の発表とワークシートの記述から、
中学生の視点では、公共交通機関であるバスや電車の本

数が少ないということが困り事として多く挙がってい

た。また、「車を利用できれば不便を感じないが、車が

ないと出かける場所が限られます」という意見も挙がっ

ていた。通勤通学者の視点では、中学生の視点と同じよ

うに「本数が少ないから逃してしまうと大変だ」という

意見や「本数が少ないから運転見合わせなどが起こって

しまうと困るのではないか」という意見もあった。一方

で、「車さえあれば問題ない」という意見もあり、生徒

にとって、栄町の交通を考える際に車は便利な乗り物と

いうメリットを大きく感じていることがうかがえた。 
	 また、グループ活動を行っているときに、「栄町への

流入人口が予想よりも多かった」という意見も多くあり、

振り返りシートにも、意外と通勤通学に伴う栄町への流

入人口が多かったと記述している生徒が数人いた。生徒

の予想を超えて通勤通学に伴う栄町の流出人口が多く、

通勤通学者にとって栄町と他地域との交通網のつなが

りの大切さということを理解できたといえる。 
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4.2.3. 3 時間目の考察 

 3時間目の授業の実際と考察を記述する。 
生徒は事前アンケ―トの結果を見て、自分たちが生活

していく中で自動車を利用する割合が高いことを強く

感じていた。自動車の利用が多いということ理解した上

で、各クラスの生徒に車と公共交通のメリットとデメリ

ットを考えて挙げることが出来ていた。 
	 生徒の振り返りから「車にしろ、公共交通にしろどっ

ちにしてもメリット・デメリットはあるんだなと思いま

した。」という感想が見られた。生徒は、それぞれ車と

公共交通の良い面と悪い面を相互に考え、どちらが良い

交通手段という考えではなく、それぞれに良い面と悪い

面があることを理解した上で利用の仕方を生徒自身が

考えることが大切であるという意識を持たせることが

出来たといえる。 
	 車の利用と公共交通の利用による人や環境への影響

について学習した際には、「車ばかりに頼るのではなく

状況に応じて交通手段を変えたり、場面に合った交通手

段は何か判断したりすることが大切である」と感じた生

徒が多くいた。また、「公共交通を利用する方が、自家

用自動車を利用するよりも二酸化炭素の排出量が少な

いということを知らなかった」という生徒もいた。 
 

4.2.4. 4 時間目の考察 

 最後に、4時間目の授業の実際と考察を記述する。 
他地域で実際に行われている例を理解する学習では、

他地域で行われている四つの例を取り上げ、資料として

生徒に配付した。一つ目はデマンド交通、二つ目はパー

クアンドライド、三つ目は鉄道網の工夫、四つ目はその

他として東京都武蔵野市の取り組みを生徒と確認した。 
	 他地域の例を参考に栄町の交通まちづくり提案書を

作成し、発表する際には、生徒は、デマンド交通・パー

クアンドライド・鉄道網の工夫の中から一つを選択し、

グループで提案書を作成した。生徒はグループで話し合

いながらどのような利用者層を想定しているのか、また

栄町のどこに設置をするのか、料金はどのようにするの

かを考え、いくつかのグループが発表した。 
 
4.3. 事前・事後アンケートの考察 

4.3.1. 事前・事後アンケートの比較 

 ここからは事前・事後アンケートで同一項目の結果に

ついて比較を行い、生徒の授業前・授業後の変容を一部

考察する。「できるだけ公共交通（バスや電車など）を

利用するべきだと思いますか。」という問いに対しては、

授業を受ける前は「公共交通を利用するべきだ」とあま

り思わないと回答した生徒は 46名であったが、授業を
受けた後は、11 名であった。各クラスともに、事前ア
ンケートでは、あまり思わないと回答していたが、事後

アンケートではそう思う、思うと考えが変化した生徒が

いた。また、「みんなが車ばかり使っていると、公共交

通（バスや電車など）はなくなってしまうと思います

か。」という問いに対しては、事前アンケートでは、約

70％の生徒があまり思わない、全く思わないと回答し
ていた。しかし、事後アンケートでは、約 30％の生徒
があまり思わない、全く思わないからそう思う、思うと

回答が変化した。最後に、「住みよいまちをつくってい

くために、私たち住民は協力したり行動したりすべきだ

と思いますか。」という問いに対しては、事前・事後を

比較すると、あまり大きな変化は見られなかった。 
 

4.3.2. 事後アンケートの考察 

4時間目の授業終わりに全 4回の授業を終えて、生徒
には事後アンケートを回答してもらった。ここでは、生

徒の感想を取り上げて考察する。 
	 生徒の感想では、「私たちの知らない栄町の交通網な

ど面白い事がたくさんあって、今栄町がかかえている問

題をなんとなくだけど、理解できました」等の記述が見

られ、栄町の交通の現状等について理解したことや考え

たことが述べられていた。この感想から普段の授業では

町の交通について考える機会は少なく、何気なく住んで

いる町への興味がこの授業では高まったことが読み取

れる。また、授業へも意欲的に取り組むことができてい

たため、町が抱えている問題点への理解も進んだと考え

られる。 
また、授業を受けて、これからの行動を考えたり、自

分の意見をもったりすることができていると読み取れ

た。より住みやすい町にするためにはどう改善したらい

いのか、また自分自身が町の住民としてどのように関わ

っていくのかなどを考えることができているといえる。

どのように改善していくか考えるためには、町の交通の

現状について知る必要があるため、授業の内容を理解し

た上で、生徒一人ひとりが自分の考えをもつことができ

ているといえる。したがって、この授業は生徒が町の交

通問題に目を向けて現状を理解し、それをもとに自分自

身の考えをもつことができるのに一定の効果があった

と考えられる。 
 

5.研究のまとめ 

 

5.1. 研究の成果 

前章の授業の実際や生徒の授業の振り返り、事前・事

後アンケート結果の比較考察、事後アンケートの考察か

ら、本研究の成果を以下 2点にまとめる。 
一つ目は、栄町を題材にした地域の交通のあり方を考

える授業を開発したことで、生徒は自分の地域の交通に

ついて興味関心をもって学習できたということである。 



地域の交通のあり方を考えるモビリティ・マネジメントの授業開発 

 

 42 

二つ目は、モビリティ・マネジメント教育の理論に基

づいた学習のなかで交通の公共性と環境面について取

り上げる有効性である。生徒の振り返りシートから、「ど

こにどのような施設や駅、道路を配置するか考えるのは

とても難しい。利用者のことを考えて作る必要があると

思います。」という感想があることからもわかるように、

交通というものは、むやみやたらにつくるのではなく、

様々な要因を考慮して考えていく必要があるというこ

とを学習することができたといえる。また、「車の利用

の仕方を振り返ってみたい」や「自分で移動できるとこ

ろは自分で頑張ってみる」などの車の利用を控えるため

に工夫したいとの声が生徒から挙げられていた。 
 
5.2. 今後の課題 

本研究における実践では、栄町を題材として、地域の

交通のあり方を町の住民としての意識を持って持続可

能なまちづくりについて考えるという目的は概ね達成

できたと考えられる。しかしながら、授業展開にはいく

つか課題が残る結果となった。単元 4 時間の授業を進
めていくなかでグループ活動を行う際、毎回異なる生徒

と話し合い活動を行うようにすることで、実際に町の交

通網を考えるように多くの人の意見に触れるよう配慮

をすべきであった。また、授業内容への関心が低い生徒

に対してどのようにモチベーションを高めて授業展開

を構成するかの検討が不足していたことが考えらえる。

このような生徒に対して、どのようにアプローチしてい

くか改善案を検討することも今後必要である。 
                                                   
1 本論文は、筆者の平成 30年度千葉大学大学院教育学研究科
修士論文を再構成したものである。 
2 総務省統計局ホームページ「人口推計」、 
http://www.stat.go.jp/data/jinsui/（2019年 1月 9日閲覧） 
3 岡田（2014）、p.31 
4 運輸省（1976） 
5 国土交通省（2016）、pp.19-20 
6 国土交通省関東運輸（2016）、p.37 
7 国土交通省ホームページ「モビリティ・マネジメント」、 
http://www.mlit.go.jp/sogoseisaku/transport/sosei_transport
_tk_000046.html（2019年 1月 9日閲覧） 
8 藤井ら（2015）、p.9 
9 藤井ら（2015）、p.19 
10 交通まちづくり、バス活性化MM（モビリティ・マネジメ
ント）、鉄道活性化MM、学校教育MM、道路混雑緩和のため
のMMの五つである。 
11 唐木・藤井（2011）、p.37 
12 文部科学省（2008）、p.34 
13 文部科学省（2008）、p.42 
14 文部科学省（2008）、p.43  
15 辻本（2009）、p.131 
16 髙橋ら（2010）、p.28 
17 栄町（2015）、p.12 
18 唐木（2008）、p.2 
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